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第４章 バランスシートと行政コスト計算書 

第１節 バランスシート 

1）成田市全体のバランスシート 
 第 22 表 成田市全体のバランスシート （平成 18 年 3 月 31 日現在） 

［資産］   ［負債］   

１．固定資産 2,400 億 4,500 万円 １．固定負債 698 億 4,200 万円

 総務費（市庁舎、防災施設等） 140 億 3,500 万円  市債 597 億 7,500 万円

 民生費（保健福祉館、保育園等） 65 億 3,200 万円   

 衛生費（ごみ処理施設、急病診療所等） 131 億 3,000 万円  退職給与引当金     98 億 2,800 万円

 労働費（勤労者会館等） 8,400 万円  その他引当金等 2 億 3,900 万円

 農林水産業費（農道、排水路等） 61 億 4,000 万円  

 商工費（東和田駐車場、公衆トイレ等） 10 億 1,100 万円 ２．流動負債           45 億 8,400 万円

 土木費（道路橋りょう、公園、河川等） 766 億 9,400 万円 （翌年度に支払う市債等）  

 消防費（消防署、消防車等） 26 億 3,000 万円

 教育費（学校、図書館、公民館等） 692 億 1,600 万円
負 債 合 計 744 億 2,600 万円

 卸売市場（水産棟、青果棟等） 20 億 3,000 万円   

 下水道（下水管、ポンプ施設等） 291 億 8,800 万円   

 水道（配水管、配水場等） 193 億 0,900 万円 ［正味資産］  

 その他 4,600 万円 国からの補助金 271 億 5,100 万円

  県からの補助金 50 億 1,400 万円

２．投 資 等(出資金、貸付金等) 211 億 2,600 万円 市税等の一般財源 1,745 億 5,700 万円

    

３．流動資産（現金、預金等） 199 億 7,700 万円 正味資産合計 2,067 億 2,200 万円

    

４．繰延資産 0 万円   

資 産 の 合 計 2,811 億 4,800 万円
負債と正味資産 

の合計 
2,811 億 4,800 万円 

 

 第 23 表 市民 1 人あたりのバランスシート 

負  債 62 万円
資  産 233 万円 

正味資産 171 万円
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○バランスシートの作成基準 

・バランスシートの意義 

このバランスシートは、年度末時点の財務状況を把握する

もので、「貸方」は資金をどのように集めたか、「借方」は資

金をどのように使ったかを表しています。 

 資産は、行政サービスを提供するための長期的な経営資源

を表しており、土地・建物・出資金・基金等が該当します。 

 負債は、市債や退職給与引当金等で、将来の返済や支出が

確実に見込まれるものです。正味資産は、負債とは逆に国・県からの補助金や市税等の

一般財源で資産を形成したもので、返済の必要がないものとなります。 

 

・作成の手法 

 国の基準に基づき、昭和 44 年度以降の決算統計から資産を推計する手法により作成

しています。これは、普通建設事業費をもって固定資産の取得原価とするもので、さら

に、次の世代に継承される資産価値を把握するために、区分別に減価償却を行っていま

す。耐用年数は庁舎 50 年、保育園 30 年、道路 15 年、橋りょう 60 年等となっており、

この年数で価値がゼロになるよう定額法により減価償却します。ただし、土地は取得時

点の購入費がそのまま計上されます。また、職員の退職金総額を推計し、退職給与引当

金として負債に計上する等の特徴があります。 

特別会計も、同様の手法により作成してあります。また、水道事業会計はバランスシ

ートを作成済みですが、普通会計等に準じてバランスシートを組替えました。 

さらに、全会計を連結するに当たっては、普通会計からの出資金等の内部的な取引を

相殺する調整を加えてあります。 

 

・連結の範囲 

普通会計（一般会計。旧下総・大栄町の給食センター事業特別会計を含む）、全ての特

別会計（国民健康保険、老人保健、公設地方卸売市場、下水道事業、介護保険、農業集

落排水事業、簡易水道事業）、公営企業会計（水道事業）を対象に作成してあります。 

 

【用語解説】バランスシートの項目 

固定資産 市が保有する土地や建物など。 

投資等 市が所有する基金（財政調整基金等を除く）、他団体への投資・出資・貸付金。 

流動資産 
歳入額から歳出額を差引いた形式収支、財政調整基金、税や保育料などの収入未済
額、水道事業の未収金など。 

繰延資産 水道事業の繰延資産で、研究費等を資産計上し 3 年で償却します。 

固定負債 
返済期限が１年を超える債務（市債のうち翌年度の元金償還分を除く残高、退職給
与引当金）。 

退職給与引
当金 

年度末に職員全員が普通退職すると仮定した場合の要支給額。 

流動負債 市債のうち翌年度の元金償還額など。 

正味資産 資産形成に充てられた資金のうち返済不要の財源。 

借方 貸方 

負 債 

資 産 

正味資産 
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○バランスシートからわかること 

 このバランスシートは、一般会計、全ての特別会計及び公営企業会計を含めて作成し

てありますので、成田市が、これまでにどれだけの資産を形成し、どれだけの負債を抱

えているかなど、市の全体像を概観することができます。 

 平成 17 年度末現在、2,811 億円の資産があります。特に、空港開港に伴う空港関連事

業及び人口増加等により、道路・公園等の土木費、小中学校・公民館・図書館等の教育

費、上水道や下水道等の整備が大きな割合を占めていることがわかります。 

一方、744 億円の負債があるのも把握できます。これは、市民が長期にわたって使用

する施設の整備にあたっては、将来の市民にもその一部を負担していただくために、市

債を財源としているためで、今後必ず返済しなければならないものです。 

正味資産は、2,067 億円。資産形成の財源のうち将来に負担を残さない資金として、

市税や国・県からの補助金等で賄ったものです。資産に対する割合が多く、成田市が健

全な財政運営をしてきたことがわかります。 

 

 

○バランスシートの分析 

・社会資本形成の世代間負担比率（これまでの世代による社会資本負担比率） 

 社会資本の整備の結果である「固定資産」のうち、正味資産によって形成されている

比率です。正味資産は、『これまでの世代による資産形成』の額を示しますので、この比

率が高いほど、将来世代の負担が少ないといえます。 

成田市では、市民が長期にわたって使用する施設の整備にあたっては、将来世代にも

その一部を負担していただくために、市債も財源としていますが、これまでの世代よる

負担比率が高く、健全な財政運営をしてきたことがわかります。 

平成 17 年度においても公津の杜小学校・美郷台小学校、久住中学校建設事業などの大

規模事業が進捗していますが、第 24 表のとおり「社会資本形成の世代間負担比率」は横

ばいの状況にあります。 

 

  第 24 表 社会資本形成の世代間負担比率 

 平成 15 年 3 月 平成 16 年 3 月 平成 17 年 3 月 平成 18 年 3 月

固定資産 A 195,388 百万円 198,348 百万円 202,182 百万円 240,045 百万円

正味資産合計 B 168,182 百万円 170,488 百万円 173,069 百万円 206,722 百万円

これまでの世代

による社会資本

負担比率 

b/a 86.1% 86.0% 85.6% 86.1% 
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・固定資産の目的別割合 

固定資産の行政目的別割合を見ることにより、分野ごとの資産形成の比重を把握する

ことができます。第 25 表・第 77 図は固定資産の目的別割合です。 

成田市では、平成 17 年度末現在で 2,400 億円の固定資産残高を保有していますが、道

路・公園等の土木費、小中学校・公民館・図書館等の教育費、上下水道等の整備が大き

な割合を占めていることがわかります。 

また、前年度との比較では、合併によりおおむね増加しましたが、公津の杜小学校の

開校などの要因もある教育費は、金額・割合共に大きく増加しているのが目立ちます。 

 

第 25 表 固定資産の行政目的別割合前年度比較 （単位：百万円） 

平成 17 年 3 月 平成 18 年 3 月 
  

金額 割合 金額 割合 

増減 
金額 

総務費（支所を含む市庁舎、防災施設等） 10,882 5.4% 14,035 5.8% 3,153

民生費（保育園、福祉作業所等） 5,366 2.7% 6,532 2.7% 1,166

衛生費（ごみ処理施設、急病診療所等） 12,513 6.2% 13,130 5.5% 617

労働費（勤労者会館等） 92 0.0% 84 0.0% △8

農林水産業費（農道、排水路等） 4,447 2.2% 6,140 2.6% 1,693

商工費（東和田駐車場、公衆トイレ等） 997 0.5% 1,011 0.4% 14

土木費（道路橋りょう、公園、河川等） 66,989 33.1% 76,694 32.0% 9,705

消防費（消防署、消防車等） 2,593 1.3% 2,630 1.1% 37

教育費（学校、図書館、公民館等） 54,905 27.2% 69,216 28.8% 14,311

卸売市場（水産棟、青果棟等） 2,071 1.0% 2,030 0.8% △41

下水道（下水管、ポンプ施設等） 25,352 12.5% 29,188 12.2% 3,836

水道（配水管、配水場等） 15,952 7.9% 19,309 8.1% 3,357

その他 23 0.0% 46 0.0% 23

合      計 202,182 100.0% 240,045 100.0% 37,863

第77図　固定資産の行政目的別割合

農林水産業費
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衛生費
5.5%

総務費
5.8% 水道

8.1%
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・負債の状況 

負債とは、将来の支出が確実に見込まれる債務であり、将来世代が負担する借金です。

負債は、市債及び退職給与引当金等の固定負債と、市債の翌年度償還予定額である流動

負債で構成されています。翌年度償還予定額を含めた市債残高の総額は 639 億円となっ

ており、世代間の負担の公平化を考慮しても、その運用には細心の注意が必要となりま

す。第 26 表は市債の平成 17 年度の増減状況です。 

  第 26 表 市債増減状況 （単位：千円） 

  
前年度末 

現在高 

増加 

(合併引継含む)
減少 

当年度末 

現在高 
前年度比較 

一般会計 34,015,961 9,846,084 2,593,689 41,268,356 7,252,395

下水道事業 10,314,065 241,400 561,842 9,993,623 △320,442

市場事業 115,161  19,482 95,679 △19,482

農業集落排水事業  1,670,792 688 1,670,104 1,670,104

水道事業 9,166,639 100,300 311,512 8,955,427 △211,212

簡易水道事業  1,904,100 1,904,100 1,904,100

合計 53,611,826 13,762,676 3,487,213 63,887,289 10,275,463

 

・市民 1 人あたりの資産と負債 

 資産や負債を「市民 1 人あたり」に換算することで、具体的なイメージをつかむこと

ができます。第 27 表は市民 1 人あたりの資産と負債の状況です。 

  第 27 表 市民 1 人あたりの資産と負債 

 平成 15 年 3 月 平成 16 年 3 月 平成 17 年 3 月 平成 18 年 3 月 

人  口 a 97,057 人 97,740 人 98,708 人 120,534 人

資  産 b 228,948 百万円 232,107 百万円 235,052 百万円 281,148 百万円

負  債 c 60,766 百万円 61,619 百万円 61,983 百万円 74,426 百万円

1 人あたりの資産 b/a 236 万円 237 万円 238 万円 233 万円

1 人あたりの負債 c/a 63 万円 63 万円 63 万円 62 万円

 

・拡大したバランスシート 

 第 22 表「成田市全体のバランスシート」では、国の基準に準拠して、関連する団体は

連結対象から除外してありますが、土地開発公社、開発協会、教育文化振興財団、農業

センター、及び旧下総町・大栄町が出資していた(有)ティ･ティ･エス を連結すると第

28 表のとおりとなります。資産、負債とも増加しますが、これは主に土地開発公社が公

有用地の先行取得にあたり、財源の全てを銀行からの借入金で賄っているためです。 

  第 28 表 拡大したバランスシート    （ ）内は市民 1 人あたりの数値 

負  債 
758 億 8,300 万円 

（63 万円） 
資  産 

2,828 億 200 万円

（235 万円）
正味資産 

2,069 億 1,900 万円 

（172 万円） 
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・普通会計と連結後の比較 

 普通会計のバランスシートと連結したバランスシートを比較すると、第 29 表・第 78

図のとおりです。 

「成田市全体のバランスシート」の資産合計は 1.27 倍に増加するのに対し、正味資産

合計の増加は 1.21 倍に止まっています。一方、負債は 1.50 倍に増加し、資産の増加率

を大幅に上回ります。これは、普通会計と連結した水道事業、簡易水道事業、下水道事

業、農業集落排水事業が社会資本整備にあたり、財源の多くを市債により賄っているた

めです。このことは、社会資本形成の世代間負担比率にも反映され、これまでの世代に

よる社会資本負担比率が、普通会計では 90.4%であるのに対し、連結後は 86.1%に減少し

ます。 

さらに、土地開発公社などを連結した「拡大したバランスシート」では、その傾向が

更に強くなります。 

 このように、普通会計バランスシートだけでは把握できない成田市全体の実態につい

て、特別会計等を含めた連結バランスシートを作成することにより明らかになります。 

  第 29 表 普通会計と連結後の比較 

  
普通会計の 

バランスシート 

成田市全体の

バランスシート
比 較 

拡大した 

バランスシート 
比 較 

  （A）  百万円 （B）  百万円 （B）/（A）  倍 （C）  百万円 （C）/（A）  倍 

資産合計 221,758 281,148 1.27 282,802 1.28 

(うち固定資産) 189,514 240,045 1.27 241,350 1.27 

負債合計 50,461 74,426 1.47 75,883 1.50 

正味資産合計 171,297 206,722 1.21 206,919 1.21 

負債・正味資産合計 221,758 281,148 1.27 282,802 1.28 

これまでの世代による 

社会資本負担比率 
90.4% 86.1%   85.7%   

第78図　普通会計と連結後の比較
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・バランスシートにおける留意点 

 このバランスシートは、企業会計基準に基づくものではありません。 

 国の基準は、昭和 44 年度以降の決算統計データにより固定資産を推計する手法である

ため、昭和 43 年度以前に取得した資産は計上されていません。また、昭和 44 年度以後

の売却や滅失により除却された資産が計上されるなどの不合理があります。また、個々

の資産価値を特定できないなどの問題点もあります。 

 さらに、特別会計（公設地方卸売市場事業、下水道事業会計、農業集落排水事業会計）

の耐用年数が明示されておらず、耐用年数を何年に設定するかによって残存価額に大き

な違いが生じます。また、今回計上されていない一部事務組合への負担金の取扱いも課

題として残っています。 

 

☆紫陽花（アジサイ）好きの陽花ちゃんと財政課長の「なるほど・ザ・財政」 

～バランスシートの見方～ 

 

成田市全体のバランスシートをみると、資産が 3,000 億円近くあるようになってい

るけど、なんだかピンとこないな。 

 

「資産」は行政サービスを提供するための資源、つまり道路や公園、学校、体育館な

どの残存価値を示すものになるから、金額が多いほど施設整備が進んでいて、住民はよ

り質の高いサービスが受けられることになるよ。一方「負債」は、施設整備のために借

り入れた市債などだから、少ないほうが将来の負担が軽いことを示しているんだ。住民

１人当たりに換算してみるとイメージがつかみやすいと思うよ。 

 

 なるほど、住民１人当たりでは、233 万円の資産と 62 万円の負債があるわね。うち

は 4 人家族だから、932 万円の資産と 248 万円の借金があるってことだよね。これって、

マイホームを新築した時にローンを組んで返済してるのと同じことになるの？借金が

多いと将来が不安になるけど成田市は大丈夫なの？ 

 

市債は資金調達の手段だけでなく、世代間負担の公平化や財政負担の平準化という機

能があるんだよ。だから、市債という借金も活用しながら施設整備を進めているんだ。

ただし、市債に依存しすぎると将来世代の負担が増えて、財政が硬直化することになる

けれど、成田市は固定資産に対する負債の割合が低くなっているよ。 

 

  

成田市の財政は健全っていうことね。 

 

 そうだね。ただし、バランスシートによる財務分析はまだ確立されていないから、公

債費比率や起債制限比率などの指標を活用して総合的に判断しないといけないよ。もち

ろん、いずれの指標をみても、財政の健全性は確保されているから安心してね｡ 
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2）普通会計のバランスシート 
第 30 表 普通会計のバランスシート （平成 18 年 3 月 31 日現在、単位：千円） 

　　　　　借　　　　                   　　方 　　　　　　貸　　　　                   　方

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 14,034,567 （１）地方債 38,120,695

（２）民生費 6,531,950 （２）債務負担行為

（３）衛生費 13,127,001 ① 物件の購入等 0

（４）労働費 83,773 ② 債務保証又は損失補償 0

（５）農林水産業費 6,139,885 債務負担行為計 0

（６）商工費 1,011,065 （３）退職給与引当金 9,192,438

（７）土木費 76,693,685 （４）その他

（８）消防費 2,630,192 ① 公営企業からの固定負債 0

（９）教育費 69,215,596 その他計 0

（10）その他 46,315

計 189,514,029     固定負債合計 47,313,133

（ うち土地 64,682,511 ）

    有形固定資産合計 189,514,029 ２．流動負債

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 3,147,661

（１）投資及び出資金 6,258,255 （２）翌年度繰上充用金 0

（２）貸付金 4,550 （３）その他

（３）基金 ① 未払費用 0

① 特定目的基金 3,417,027 ② 賞与引当金 0

② 土地開発基金 8,075,741 ③ 公営企業からの流動負債 0

③ 定額運用基金 422,956 その他計 0

基金計 11,915,724     流動負債合計 3,147,661

（４）退職手当組合積立金 745,501

    投資等合計 18,924,030   負  債  合  計 50,460,794

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

① 財政調整基金 5,871,410

② 減債基金 1,152,199 １．国庫支出金 21,141,496

③ 歳計現金 2,461,082

現金・預金計 9,484,691 ２．都道府県支出金 4,238,846

（２）未収金

① 地方税 3,436,379 ３．一般財源等 145,916,647

② その他 398,654

未収金計 3,835,033

（３）その他

① 前払費用 0

その他計 0

    流動資産合計 13,319,724   正  味  資  産  合  計 171,296,989

 資  産  合  計 221,757,783  負 債・正 味 資 産 合 計 221,757,783

※債務負担行為に係る補償等 　①物件の購入等に係るもの 510,819 千円

　②債務保証及び損失補償に係るもの 0 千円

　③利子補給等に係るもの 1,824 千円   

合併前の旧下総町・大栄町の「学校給食センター事業特別会計」は普通会計に区分さ

れます。 
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・社会資本形成の世代間負担比率（これまでの世代による社会資本負担比率） 

  第 31 表 社会資本形成の世代間負担比率（普通会計） （単位：千円） 

 平成 15 年 3 月 平成 16 年 3 月 平成 17 年 3 月 平成 18 年 3 月

有形固定資産合計 a 151,839,265 154,853,928 158,806,864 189,514,029 

正味資産合計 b 139,983,846 141,724,814 143,720,805 171,296,989 

これまでの世代によ

る社会資本負担比率 
b/a 92.2% 91.5% 90.5% 90.4% 

 

・固定資産の目的別割合 

第79図　目的別前年度比較(普通会計）
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・市民 1 人あたりの資産と負債 

  第 32 表 市民 1 人あたりの資産と負債（普通会計）     

 平成 15 年 3 月 平成 16 年 3 月 平成 17 年 3 月 平成 18 年 3 月 

人  口 a 97,057 人 97,740 人 98,708 人  120,534 人 

資  産 b 179,123,606 千円 182,435,366 千円 185,267,597 千円 221,757,783 千円

負  債 c 39,139,760 千円 40,710,552 千円 41,546,792 千円 50,460,794 千円

1 人あたりの資産 b/a 1,846 千円 1,867 千円 1,877 千円 1,840 千円

1 人あたりの負債 c/a 403 千円 417 千円 421 千円 419 千円
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第２節 行政コスト計算書 

1）行政コスト計算書 

行政コストの総額は 442 億円です。一方、一般財源や国庫（県）支出金、使用料・手

数料などを合わせた収入は 451 億円で、9 億円の黒字となり、国庫（県）支出金償却額

11 億円を加えると 20 億円の黒字となります。 

 第 33 表 行政コスト計算書 （平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 

  金額（千円） 構成比 内容の説明 

人にかかるコスト 11,778,665 26.6%
行政サービスの担い手である職員に要するもの。人件費等

を計上しています。 

物にかかるコスト 17,737,117 40.1% 施設の運営管理費や減価償却費等を計上しています。 

移転支出的なコスト 13,463,683 30.5%
他の主体に移転して効果が出てくるようなもの。扶助費、補

助費等を計上しています。 

その他のコスト 1,218,217 2.8%
公債費（利子分のみ）と、時効などにより徴収できなかった

市税や使用料など。 

行政コスト合計 a 44,197,682   100.0%   

収入 b 45,082,797   
行政サービスの財源として受ける市税、使用料、手数料、

国県支出金（資産形成に資するものを除く）など。 

正味資産国庫（県） 

支出金償却額  c 
1,163,470   

有形固定資産の減価償却に合わせて償却された国（県）

支出金。 

一般財源増減額 

ｂ-（a-c） 
2,048,585     

 

○コスト計算書の意義 

 バランスシートは、主に社会資本の整備（資産）とその財源（負債・正味資産）の状

況を把握するためのものであり、人的サービスや給付サービスなど、資産形成につなが

らない支出を把握することができません。成田市では、これまでも福祉・環境・教育等

をはじめ、各行政分野でソフトサービスの充実を図っておりますが、これらの経費が見

えにくい状況となっております。 

 今後、住民ニーズの多様化、少子化・高齢化等の要因から、ソフト面の支出が増加す

ることが予想され、減価償却費を含めた全体コストを的確に捉えることが必要となりま

す。そこで、当該年度の行政サービスの提供状況を説明する手段として平成 13 年度より

「行政コスト計算書」を作成しています。 

 

○作成基準 

国の作成基準により作成しています。 

① 対象とする会計  普通会計を対象としています。  

② 計上コストの範囲  

 現金の出納に止まらず、当該年度の住民に提供した行政サービスに要した全ての

コスト（現金支出に、減価償却費、不納欠損額、退職給与引当金といった非現金支

出を加えたもの）を計上します。  
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2）行政コスト計算書の分析 

○コスト計算書詳細 

  第 34 表 コスト計算書詳細 （単位：千円） 

 

総額 （構成比率） 議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林水産業費

人件費 10,788,798 24.4%  493,635 3,747,572 1,513,950 802,735 7,569 348,507
退職給与引当金繰入等 989,867 2.2%  45,291 343,838 138,904 73,651 694 31,975

人にかかるコスト 11,778,665 26.6%  538,926 4,091,410 1,652,854 876,386 8,263 380,482

物件費 9,137,552 20.7%  44,273 1,540,279 646,360 2,591,656 11,980 37,858

維持補修費 550,186 1.2%  13,792 8,601 14,842 332 19,283

減価償却費 8,049,379 18.2%  18,943 752,095 533,179 684,386 7,832 519,638

物にかかるコスト 17,737,117 40.1%  63,216 2,306,166 1,188,140 3,290,884 20,144 576,779

扶助費 4,615,558 10.4%  4,354,049 134,947

補助費等 3,308,778 7.5%  25,923 467,921 423,958 1,263,950 11,853 241,919

繰出金 3,596,428 8.1%  2,564,213

普通建設事業費
（他団体への補助金等） 1,942,919 4.4%  355,711 194,256 741,224 250,682

移転支出的なコスト 13,463,683 30.5%  25,923 823,632 7,536,476 2,140,121 11,853 492,601

公債費（利子分） 872,746 2.0%  

不納欠損額 345,471 0.8%  

その他コスト 1,218,217 2.8%  

行政コスト     a 44,197,682 628,065 7,221,208 10,377,470 6,307,391 40,260 1,449,862

　構成比率 1.4 16.3 23.5 14.3 0.1 3.3

商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 諸支出金 不納欠損額

人件費 109,761 687,945 1,599,105 1,478,019
退職給与引当金繰入等 10,071 63,119 146,717 135,608

人にかかるコスト 119,832 751,064 1,745,822 1,613,627

物件費 138,842 607,280 342,841 3,176,183

維持補修費 3,204 411,586 3,734 74,812

減価償却費 59,447 3,620,307 368,097 1,485,455

物にかかるコスト 201,493 4,639,173 714,672 4,736,450

扶助費 126,562

補助費等 129,733 16,006 480,562 246,953

繰出金 83,642 948,413 160

普通建設事業費
（他団体への補助金等） 4,743 396,303

移転支出的なコスト 218,118 1,360,722 480,562 373,675

公債費（利子分） 872,746

不納欠損額 345,471

その他コスト 872,746 345,471

行政コスト 539,443 6,750,959 2,941,056 6,723,752 872,746 345,471

　構成比率 1.2 15.3 6.6 15.2 0.0 2.0 0.0 0.8

[ 収　入 ]

4,657,630

4,597,286

35,827,881

45,082,797

1,163,470

143,868,062

2,048,585

145,916,647

正味資産国庫（県）支出金償却額  f

期首一般財源等

差引（ｅ-a+ｆ）   一般財源等増減額

期末一般財源等

使用料・手数料　b

国庫（県）支出金 c

一般財源等   d

収入（ｂ+ｃ+ｄ）     e
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○費目別コスト内訳 

 行政コストの総額は 442 億円で、費目別に分類すると第 80 図のとおりです。 

第80図　費目別コスト内訳
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【用語解説】行政コスト計算書の項目 

人件費 
 職員給与、議員、特別職、各種委員会委員及び嘱託職員の報酬や社会保険料

などのための経費で、退職手当を除いた額。 

退 職 給 与 引

当金繰入等 
 この１年間職員が勤続したことにより発生する退職手当の増加分。 

物件費 
 旅費、消耗品や備品の購入、施設の清掃等の管理・運営委託料、土地やコン

ピュータ機器の使用などのための経費。 

維持補修費  施設の維持修繕に要する経費。 

減価償却費  年数の経過とともに減少する施設の価値の減少分を経費として計上。 

扶助費  生活保護や医療費の援助や各種手当ての支給などに要する経費。 

補助費等 
 他団体への運営費補助金や負担金、自動車保険などの保険料、講習会などの

講師謝礼などのための経費。 

繰出金  国民健康保険事業や下水道事業などの特別会計へ繰り出す経費。 

普 通 建 設 事

業費（他団体

への補助金） 

 普通建設事業費のうち、国、県、組合や個人が実施する事業に対する負担金

や補助金など。（他の団体での資産形成に支出した負担金や補助金） 

その他 
 公債費のうち利子の支払、不納欠損額（時効などにより徴収できなかった市

税や使用料など） 
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○行政目的別コスト内訳 

 行政コストを行政目的別に見ることで、行政分野ごとに比重を把握することができま

す。第 81 図は行政目的別コスト内訳です。 

 行政コストは、資産形成につながらない給付サービスや人的サービスに消費される経

費であり、この割合により行政コストがどの分野に費やされているかが明確になります。

成田市では、高齢者や障がい者、児童福祉などにかかる民生費が 104 億円と一番多くな

っています。また、第 82 図は直近 3 ヵ年での比較です。合併によりおおむね増加してい

ますが、なかでも昨年との比較で総務費にかかるコストが土木費を抜いて 2 位になった

のが目立ちます。 

第81図　行政目的別コスト内訳
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第82図　行政目的別コスト経年変化
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○行政目的別・費目別コスト内訳 

 行政目的別にコスト費目ごとの状況を見ることで、行政分野ごとの特徴を把握するこ

とができます。第 83 図は、主要行政目的・費目別コスト内訳です。 

 民生費では、扶助費などの「移転支出的なコスト」と人件費などの「人にかかるコス

ト」が多いことがわかります。また、土木費は減価償却費などの「物にかかるコスト」

が多く、一方、総務費や消防費は「人にかかるコスト」が大きな比重を占めています。 

第83図　主要行政目的・費目別コスト
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○行政コスト計算書における留意点 

 この行政コスト計算書は、企業会計基準に基づくものではありません。 

 国の基準は、昭和 44 年度以降の決算統計データにより固定資産を推計する手法である

ため、個々の資産が特定できません。このため減価償却なども想定上の数値となってい

ます。 

 なお、住民福祉の増進を目的とし、利益追求の概念を持たず、清算が予定されていな

い地方公共団体のバランスシートや行政コスト計算書と、民間企業のそれとでは、その

意味するところが異なるので、単純に比較ができないことに留意する必要があります。 


